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経営に関する難題解決の事例や手法、 働く人々の思いや業界最新情報を共有する月刊紙
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　7月 23日は二十四節気の 「大暑」。 1年で最も暑い時期とされています。 夏旅行の申し込みは、この 「大暑」

を目途に峠を越え、 お盆を過ぎれば秋商戦が始まります。 お盆までは多くの観光施設でお客様の受け入れが

ピークに達しますが、 その先にある秋商戦の準備までをこの 「大暑」 までに済ませておきたいですね。

常務執行役員　コンサルティング事業部長　谷口純平
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1995 年の合併特例法に始まり、 2005 年～ 2006 年に

かけてピークを迎えたと言われるいわゆる 「平成の大合

併」 では、合併特例債に代表される財政支援策等によっ

て、 市町村の数が約半分になりました。 この平成の大合

併のピークから約 10 年が経過し、 各自治体の財政状況

も変化する中、 合併前の市町村が地域振興や健康増進

等の目的で建設・運営を行ってきた第三セクターの宿泊・

温浴 ・ 物販 ・ レストランに代表される観光施設の経営に

ついて見直す動きが始まっています。 読売新聞によると、

財政難に陥っている第 3 セクターや地方公社 1928 法人

のうち、 37％にあたる 716 法人については、 改革方針

が未定となっており、 そのうちの 55％にあたる 395 法人

については、 財政的リスクへの対応予測が明確になって

いません。 このような背景の中、 KBS 創研においても、

第三セクターや指定管理事業者の経営について、 慢性

的な赤字の脱却へ向け、 その経営診断とアクションプラ

ンの策定、 またその後のモニタリングにおける現場指導

のご依頼やご相談が増加しております。

今月の Together では、 赤字経営からの脱却を目指す

ために KBS 創研が実施している経営診断についてご紹

介させていただきます。

当社のこれまでの経験から、 第三セクターには、 主

に右表のような傾向に陥ることが多いように感じられま

す。 どれも基本的なことが多いものの、 逆に言えば、 本

腰を入れて、 適切な手順で取り組みへの改善を進めれ

ば、 経営改革が実現する伸びしろが十分にあるとも言え

ます。 また経営状態について、 自治体の危機感の高さ

に比べると、 運営事業者には危機感が薄いことが多いよ

うです。 そのため、 経営改革を推進するに当たっては、

自治体サイドが先導して、 改革への強い意志を示すこと

が成功の近道であると思います。

赤字経営からの脱却を目指して
「第三セクターや指定管理事業者の経営診断とモニタリング」

■第三セクターの改革には伸びしろが多い！ 改革への強い意志を自治体が示すことが成功のポイント
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3 セク ・ 地方公社などの改革取り組み状況

地方自治体が財政的支援を実施 （1928 法人）

財政的

リスクへの

対応予測

内部統制

営業活動

従業員

計数の整備ができている

成り行き管理になっている

経費削減が得意

営業活動がなされていない

従業員の責任感が希薄

探究心がない

できない理由を考える

説明責任を果たすためにも計数の整備はなされている

→事業運営のために活用されていない

計数は整備されているが、 目標設計や従業員の

業務管理が疎かになっている

→従業員個々人が思い思いに仕事をしている

経費削減への意識は高いが、 行き過ぎることが多い

→商売には必ず必要な経費がある

売上を向上させるための取り組みがほとんどなされていない

目の前の業務は着実に遂行できるが、 全体を見渡して

果たすべき役割を果たそうという責任感がみられない

キャリア形成をしていこうという気持ちが感じられない

余計なことはやりたくない

項目 内容
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１. 調査 ・ 分析

①外部環境分析

外部環境分析は、 公的データ等を活用した当該事業の現状の把握、 覆面調

査や価格 ・ 満足度指標等による競合環境の把握等を整理し、 現在の事業のポ

ジショニングについて明らかにします。 また必要に応じて、 運営事業者様および

競合類似他社の覆面調査を実施し、 より踏み込んだポジショニングの把握を行

います。

②内部環境分析

内部環境分析は、 まず決算書および内部管理数値の分析を行い、 原価や販

売管理費が適切な水準にあるかどうかを診断します。 その上で適切な運営が図

られていない要因がどこにあるのかについて、 仮説を立てた上で現場ヒアリング

等を通じて検証し、 その原因を突き止めていきます。 また営業管理や会議運営、 現金出納管理等の内部統制についてもヒアリングを

通じて明らかにしていきます。 この丁寧なヒアリングが KBS 創研の事業診断においては重要な役割を果たしており、 特徴と言えます。

２. 事業評価および経営改善策の提言

上記の調査 ・ 分析から導かれた内容から、 当社の知見をもとに、 事業の現状

について評価を行うとともに力点を置くべき経営改善策のご提言をより具体的に

申し上げます。

３. アクションプランの策定

事業計画の策定に当たっては、 絵に描いた餅にならぬよう、 運営事業者様との意

思疎通が欠かせません。 経営診断の際のヒアリング段階からアイデアを出し合い実行

可能な事業計画へと昇華させていくプロセスが重要になると考えています。

４. モニタリング

月に 1 ～ 2 回の定期訪問を行い、 幹部会議や部門別会議等の実施による現

場指導を通じて、 経営改善を運営事業者様とともに進めてまいります。

KBS創研が実施する経営診断およびアクションプランの策定は、 資金

繰りに窮した民間企業が金融機関との返済スケジュールの見直し （いわゆ

る 「リスケ」） を含めた事業再生を実施する際に必要とされる事業デューディ

リジェンスと事業計画書の策定を基本としたものです。 したがいまして、 市

長様や議会様へのご報告にもご活用いただける内容となっております。
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第３セクターは財政難に陥っているケースが多く、 自治体の財政健全化を妨げています。 自治体は少子高齢化に伴う子育てや高齢者政策等

充実の必要性が高まっている中、 ３セクの慢性的な赤字からの脱却は待ったなしの状況です。 今回の Together によると、 「本腰を入れて、 適

切な手順で取り組みへの改善を進めれば、 経営改革が実現する伸びしろが十分にある」 とのこと。 ３セクの皆さん、 取り組みましょう！ ( 増田）

■事業再生計画で培ったノウハウをもとに 具体的な内容に踏み込んだ実効性の高い経営診断を実施
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報告書の取りまとめ

1. 調査 ・分析

2. 事業評価および経営改善策の提言

3. アクションプランの策定

4.

地域オフィス： 関西 ・ 東京 ・ 沖縄

コンサルティング事業部：〒661-0003　兵庫県尼崎市富松町3丁目1-5-203　　TEL:06-6423-5561/FAX: 06-6423-5571

R&D 事業部：〒103-0027　東京都中央区日本橋1丁目2-10東洋ビル3階　TEL:03-6453-9088/ FAX:03-6453-9089

沖縄支店 ： 〒900-0012　沖縄県那覇市泊2丁目1-18 T&C泊ビル4階　　TEL:098-917-0117/FAX:098-943-1501

＜関連会社＞ネクストサポート株式会社 （事業再生コンサルティング）

 〒541-0043 大阪市中央区高麗橋4-6-20 マスイビル６階　　 TEL:06-6282-7226/ FAX:06-4707-3855

経営診断へのご相談は、

コンサルティング事業 06 - 6423- 5561 または、

info@kbsbiz.com　までお問い合わせくださいませ。

▲客室×価格帯におけるポジショニング

▲アクションプランの一例


